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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出

超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、兵庫、愛知など12道府県に上
る。東京圏としては、圏外43道府県

からの転入超過数が合わせて10万
9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6内
では出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
ダム機能は低下傾向が顕著である。
ちなみに、周辺県にあたる岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県にとっても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職を機にいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中構造は、ある意味自然な営みで
もある。だからこそ、国と地方自治体
は、各地域の中核となるまちのあり
方をもっと議論するべきであろう。
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図表1 東京都の転入者数・転出者数の推移（2014～2023年）

図表2 都道府県別転入超過数の推移（2014～2023年）　

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成 
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。  
（＊2）転入超過には便宜的に網掛けをした。一方、当該県における2023年の転出超過数が過去10年間で最大のところにも網掛けをしている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。
（＊2）住民基本台帳人口移動報告は、日本国内の移動に係る情報を集計したものであり、国外からの転入者および国外への転出者は含まれ

ていない（図表2以降も同じ）。
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Research

新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出
超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、兵庫、愛知など12道府県に上
る。東京圏としては、圏外43道府県

からの転入超過数が合わせて10万
9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6内
では出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
ダム機能は低下傾向が顕著である。
ちなみに、周辺県にあたる岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県にとっても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職を機にいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や
競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中構造は、ある意味自然な営みで
もある。だからこそ、国と地方自治体
は、各地域の中核となるまちのあり
方をもっと議論するべきであろう。
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図表1 東京都の転入者数・転出者数の推移（2014～2023年）

図表2 都道府県別転入超過数の推移（2014～2023年）　

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成 
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。  
（＊2）転入超過には便宜的に網掛けをした。一方、当該県における2023年の転出超過数が過去10年間で最大のところにも網掛けをしている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。
（＊2）住民基本台帳人口移動報告は、日本国内の移動に係る情報を集計したものであり、国外からの転入者および国外への転出者は含まれ

ていない（図表2以降も同じ）。
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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊
富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や
県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出
超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014～
2023年）の都道府県別の転入・転
出超過数の推移を見ると、一貫して
転入超過だったのは東京圏の4都県
と福岡県のみである。また、大阪府は
2015年以降、滋賀県は2018年以降、
それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・
東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。

図表3 都道府県別転入超過数の国籍別内訳（2023年）

図表4 3大都市圏別転入超過数の推移（2014～2023年）

図表5 政令指定都市および東京都特別区の転入超過数の推移（2014～2023年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。
（＊2）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県。 大阪圏は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成  
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。   
（＊2）転入超過には便宜的に網掛けをした。一方、当該市における2023年の転出超過数が過去10年間で最大のところにも網掛けをしている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。
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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出
超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014～
2023年）の都道府県別の転入・転
出超過数の推移を見ると、一貫して
転入超過だったのは東京圏の4都県
と福岡県のみである。また、大阪府は
2015年以降、滋賀県は2018年以降、
それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・
東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。

図表3 都道府県別転入超過数の国籍別内訳（2023年）

図表4 3大都市圏別転入超過数の推移（2014～2023年）

図表5 政令指定都市および東京都特別区の転入超過数の推移（2014～2023年）

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。
（＊2）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 名古屋圏は愛知県、岐阜県、三重県。 大阪圏は大阪府、京都府、兵庫県、奈良県。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成  
（＊1）外国人を含む。▲は転出超過。   
（＊2）転入超過には便宜的に網掛けをした。一方、当該市における2023年の転出超過数が過去10年間で最大のところにも網掛けをしている。

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊）▲は転出超過。
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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出

超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入
超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの
転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。3

東京圏への
人口集中構造の
変化

4
各地域の
「人口のダム機能」の
考察

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成

図表6 東京圏への転出超過の構図と東京圏内の人口移動（日本人）

東京圏
109,408人の転入超過

東京都

千葉県

埼玉県

神奈川県

岐阜県
山形県 岩手県秋田県

鹿児島県

山口県
965

1,202

1,380

1,522

2,724

佐賀県

長崎県

熊本県

三重県

宮崎県

大分県

和歌山県

広島県

1,040

1,350

1,671

946

784

924

1,092

1,120

2,485

974

604
599570

504

1,566
624

1,174

4,358

5,902

6,683

10,905

7,323

5,801

3,425
3,011

3,575

3,702

7,455

5,412

宮城県

新潟県

群馬県

茨城県

北海道青森県

福島県

1,923

377

5,129 120

94 6,237

東京圏
大阪府

岐阜県
1,361

117

※いずれも転出超過数（人）

［参考］

東京圏
大阪府

三重県
1,426

447

大阪府

和歌山県
2,152

奈良県
1,082

愛知県
静岡県

兵庫県

福岡県

東京圏に対して3,000人以上の転出超過
東京圏以外の道府県に対して500人以上の転出超過
東京圏内の人口移動
・数値は転出超過数（人）

①2014年

②2019年

東京圏
145,576人の転入超過

東京都

千葉県

埼玉県

神奈川県

岐阜県（岩手県）

秋田県

京都府

滋賀県

鹿児島県

山口県
岡山県

徳島県香川県愛媛県1,606

1,283

1,635

1,917

3,603

佐賀県

長崎県

熊本県

三重県

宮崎県

大分県
1,269

1,212

746

637

689

1,083

1,373

3,203

791

580

593

866
731

728

500
532

742 920 548630

2,344

3,147

1,493

3,302

1,102

6,916

3,521

7,122

10,918

11,487

8,716

6,719

4,645

5,405

6,684

3,037

3,784

7,366

6,345

3,011

4,551

宮城県

新潟県

長野県
栃木県

4,523
群馬県

茨城県

北海道青森県

福島県

山形県 岩手県

2,715

187

1,616 795

4,439

772 ［参考］

大阪府

京都府

愛知県 静岡県

兵庫県

広島県

福岡県

東京圏
大阪府

三重県 東京圏

岐阜県
2,453

175

2,120
※いずれも転出超過数（人）

③2023年

和歌山県
1,144

香川県
553

東京圏
114,802人の転入超過

東京都

千葉県

埼玉県

神奈川県

岐阜県

京都府

滋賀県

鹿児島県

岡山県

愛媛県

1,166

1,317

1,518
沖縄県
686

宮崎県
961

3,187

佐賀県
1,649
山口県

長崎県

熊本県

三重県

大分県
1,430

1,086

518

1,318

1,446

2,340

1,089

552
1,162

852 696

951

595776

867

1,979

3,360

1,160

1,748

4,078

1,159

4,963

5,968

10,920

10,043

6,897

4,785

3,295

4,600 6,039

4,981

3,093

4,369

宮城県

新潟県

栃木県

3,073
群馬県

茨城県

島根県
531

978

福井県
610

北海道青森県

福島県

岩手県

7,253

707

1,507 643
7631,467 ［参考］

大阪府

愛知県 静岡県

兵庫県

広島県

福岡県

東京圏
大阪府

三重県 東京圏

岐阜県
2,279

313

2,177
※いずれも転出超過数（人）

山形県
秋田県

977
918

奈良県

1,650

07 08



新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊
富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や
県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出
超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が

流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への

人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中

国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流

入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。

②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入
超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの
転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。3

東京圏への
人口集中構造の
変化

4
各地域の
「人口のダム機能」の
考察

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成

図表6 東京圏への転出超過の構図と東京圏内の人口移動（日本人）
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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出

超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人
以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が
流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への
人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中
国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流
入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。
②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。

（2024. 6 .18）
ＯＫＢ総研　調査部　中村 紘子

「地方創生10年の取組と今後の推進
方向」（内閣官房デジタル田園都市国
家構想実現会議事務局、内閣府地方
創生推進事務局）：第16回デジタル田
園都市国家構想実現会議（2024年6月
10日開催）にて発表。
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/
digital_denen/dai16/gijisidai.html
「新型コロナ禍における東海3県の人口
動向―愛知県は人口の『ダム』機能を果
たせるか―」：OKB総研「REPORT
2021 vol.180」（2021年1月）3～8頁。
https://www.okb-kri.jp/wp-content
/uploads/2020/12/180-research.pdf

（注1）

（注2）

5 おわりに

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）▲は転出超過。また、「ダム機能」の度合いは転出超過数も正の値として差を算出している。
（＊2）8府県の「周辺県」は以下のように設定した。

（＊3）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 

図表7 周辺県からの転入超過数と東京圏への転出超過数（日本人）
周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（b） 「ダム機能」の度合い（aとbの差）周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（b） 「ダム機能」の度合い（aとbの差）

①宮城県：青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県
②新潟県：秋田県、山形県、福島県
③静岡県：新潟県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県

④愛知県：福井県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県
⑤大阪府：滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県
⑥兵庫県：奈良県、和歌山県、鳥取県、岡山県、広島県

⑦広島県：鳥取県、島根県、山口県、香川県、愛媛県、高知県
⑧福岡県：佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
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新型コロナウイルスの感染症法上
の分類が、季節性インフルエンザと
同じ「5類」に移行して1年余りが経
過した。人々の日常的な移動がコロ
ナ前の活発さを取り戻す中で、自治
体間の転入・転出の動きについても、
東京圏（東京都、埼玉県、千葉県、
神奈川県）への集中が再び目立って
きていると指摘されている。
実際、総務省の住民基本台帳人

口移動報告によると、東京都は2022
年以降、転入者数（外国人を含む）
が2年連続で増えた一方、転出者数
（同）は2年連続で減った。各地から
都内へ移り住む動きが大きくなりつつ
あることが見て取れる（図表1）。
そこで本稿では、都道府県別の転
入・転出状況について、2023年およ
びコロナ禍の期間を含む直近10年

間の動向を改めて整理する。なお、
10年前の2014年は、「まち・ひと・し
ごと創生法」が施行され、「地方創
生」の取り組みが始まった年である。
折しも政府は6月、地方創生10年の
成果や課題を検証した報告書を発

表し、人口移動に関して「東京圏へ
の一極集中などの大きな流れを変え
るには至っていない」と総括した（注1）。
本稿は基本的に、この総括を追認す
る内容になっている。
その上で本稿では、東京圏への

人口集中の構造に着目し、この10年
間の変化について考察する。さらに、
東京圏以外の地域で「人口のダム
機能」が持続しているかについて見
ていく。
小さな村や町などに住む人が、豊

富な仕事や高い所得水準、充実し
た生活基盤、教育や娯楽の機会な
どを求めて近隣の市などに移住する
動きは、どの地域においても見られる。
東京圏への人口集中は、「より大きな
まち」への移住の積み重ねの結果で
あると言える。
政令指定都市（以下、政令市）や

県庁所在市などは、この積み重ね、
すなわち重層的な人口集中構造の
途中にあり、周辺部から集まる人口
を受け止めることで、おのずとより大
きな都市への流出を抑制する役割を
果たしてきた。これが東京圏以外の
地域で中核となっている自治体の
「人口のダム機能」である。筆者は過
去に人口のダム機能に関する考察を
行ってきたことから、今回も取り上げ
ることとする（注2）。

（1）２０２３年は４０道府県が
　  転出超過
まず、2023年の都道府県別の転
入・転出超過数を見ると、転入超過
は7都府県、転出超過は40道府県
であった。転入超過数が最も多かっ
たのは東京都（6万8,285人）、転出
超過数が最も多かったのは広島県
（1万1,409人）となっている（図表2）。
愛知、岐阜、三重の東海3県は、い

ずれも転出超過であった。特に愛知
県の転出超過数は7,408人で、広島
県に次いで多かった。岐阜県の転出
超過数は4,516人、三重県の転出超
過数は6,397人で、いずれも前年より
拡大した。
各都道府県の転入・転出超過数

を国籍別に見ると、全体で転入超過
の7都府県は、滋賀を除く6都府県で
日本人が転入超過となった。一方、
全体で転出超過の40道府県は、す
べて日本人が転出超過となっている
（図表3）。
岐阜県は日本人が5,222人の転出

超過だったのに対し、外国人は706
人の転入超過となり、全体の転出超
過数がやや縮小している。愛知県と
三重県は外国人も転出超過で、愛
知県は外国人の転出超過数（4,765
人）が日本人の転出超過数（2,643
人）を上回った。

（2）東京圏と福岡県は
　  一貫して転入超過
図表2に戻って直近10年間（2014

～2023年）の都道府県別の転入・
転出超過数の推移を見ると、一貫し
て転入超過だったのは東京圏の4都
県と福岡県のみである。また、大阪府
は2015年以降、滋賀県は2018年以
降、それぞれ転入超過が続いている。
一方、愛知県は2019年以降、転出
超過に転じている。
コロナ禍の期間を含めて人口の
流出に歯止めがかからなかった県も
目立つ。三重、岡山、広島、香川、愛
媛の5県は、2023年の転出超過数が
10年間で最大となった。
10年間の推移を3大都市圏別に

見ると、東京圏はコロナ禍の2020年、
21年と2年連続で転入超過数が縮
小したが、2022年以降は再び拡大傾
向にある。名古屋圏（愛知県、岐阜
県、三重県）と大阪圏（大阪府、京都

府、兵庫県、奈良県）は、いずれも一
貫して転出超過であるが、大阪圏の
転出超過数が緩やかな縮小傾向に
あるのに対し、名古屋圏の転出超過
数は拡大の兆しが見られる（図表4）。

（3）神戸市、岡山市、広島市で
　  人口流出が強まる
ここで、20政令市と東京都特別区

（以下、東京23区）の状況も見ておく。
2023年は11政令市と東京23区が

転入超過となり、大阪、川崎など7市
と東京23区で転入超過数が拡大し
た。名古屋市は転出超過から転入
超過に転じた（図表5）。
10年間の推移を見ると、北海道・

東北・関東の政令市は転入超過傾
向が続いている。例外は東京23区
の2021年で、コロナ禍の影響で転
出超過となっている。
新潟市以西の政令市は、動向に

ばらつきがある。大阪市と福岡市は、
転入超過数が拡大する傾向が見ら
れる。熊本市は熊本地震があった
2016年に転出超過数が大幅に拡
大したが、その後は転入超過の年
が目立つ。一方で神戸、岡山、広島
の3市は人口流出が強まりつつあり、
2023年の転出超過数が10年間で
最大となった。静岡市も2023年の転
出超過数が10年間で最大であった。

（1）「地方創生」の間も
　  東京圏への集中は継続
ここからは、各地域から東京圏へ
の人口集中の構造について考える。
今回は、2014・2019・2023年の日本
人の移動についてまとめ、直近10年
間の変化を見ていく（図表6）。日本
人の移動に限った理由は、図表3で
も見られるように、多くの県では日本
人の動向が転入・転出超過を決定
づけているためである。
まず、2014年に東京圏に対して
3,000人以上の転出超過だったのは、
大阪、北海道、兵庫、愛知など12道
府県に上る。東京圏としては、圏外

43道府県からの転入超過数が合わ
せて10万9,408人であった。
2019年は、東京圏に対して3,000人

以上の転出超過が17道府県に増加
した。東京圏への転入超過数全体も
拡大しており（14万5,576人）、地方創
生が取り組まれる中でも東京圏への
人口集中が強まっていたことがうか
がえる。
コロナ禍を経た後の2023年は、東
京圏に対して3,000人以上の転出超
過が13道府県と減少した。ただ、2014
年と比べると、東京圏への転入超過
数全体は拡大している（11万4,802人）。

（2）東京圏以外の
　  エリア別考察
続いて、東京圏以外の地域につ

いてエリア別に詳しく見ていく。　　
【北海道・東北・北関東】
宮城県は、東北各県から人口が
流入する一方、東京圏への流出が
拡大しつつある。福島県は、宮城県
のみならず東京圏へ人口が流出す
る傾向が見られる。北海道および北
関東の各県は、東京圏への人口流
出が見られる。
【甲信越・東海・北陸】
新潟県と静岡県は、東京圏への
人口流出が続いている。愛知県は、
静岡を含む東海各県から人口が流
入する一方、東京圏への流出が拡
大傾向にあり、近年は大阪府への流
出も見られる。北陸各県は図表6に
ほぼ出てこないが、東京圏・愛知県・
大阪府への人口流出が見られる。
【関西・中国・四国】
大阪府は、関西各府県および中
国・四国各県からの人口流入が強ま

りつつある。ただし東京圏への流出も
続いている。また、兵庫県は、大阪府
のみならず東京圏へ人口が流出する
傾向が見られる。広島県は、兵庫県と
同様の傾向がこの10年で強まった
ことがうかがえる。
【九州・沖縄】
福岡県は、九州各県からの人口流
入が続いている一方、東京圏への流
出が一定の水準で見られる。

最後に、東京圏以外の地域で中
核となっている府県の「人口のダム
機能」について見ていく。前項の考
察に基づくと、各地域のダム機能に
ついて次のような仮説が立てられる。
①宮城県および愛知県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
低下している可能性がある。
②大阪府および福岡県は、この10年
間で人口のダム機能が相対的に
上昇している可能性がある。
今回は、宮城、愛知、大阪、福岡

の4府県に加えて、2023年の東京圏
への転出超過（日本人）が比較的大
きかった新潟、静岡、兵庫、広島の
4県を対象とした。この8府県の
2014・2019・2023年の日本人の移
動について、周辺県からの転入超
過数と、東京圏への転出超過数の
差を算出した（図表7）。
まず、宮城県は、2019年の周辺県
からの転入超過数（図表7中のa）が
2014年比で縮小したのに対し、東
京圏への転出超過数（同b）が拡大
したため、人口のダム機能（同aとb

の差）が低下した。2023年は周辺県
からの転入超過数が拡大したこと
から、ダム機能が上昇したものの、
2014年と比べると改善していない。
愛知県は、東京圏への転出超過

数が一貫して拡大した。この結果、
人口のダム機能は低下傾向が顕著
である。周辺県に相当する岐阜県は、
2023年の東京圏への転出超過数
（2,279人）が、愛知県への転出超

過数（2,340人）とほぼ同水準であり、
三重県は東京圏への転出超過数
（2,177人）が愛知県への転出超過
数（1,979人）を上回った（図表6参
照）。愛知県については、周辺県の

人口が東京圏へ直接流出する“愛
知飛ばし”のような状況が強まってい
る可能性がある。
大阪府は、周辺府県からの転入

超過数が拡大したことから、人口の
ダム機能が一貫して上昇した。ただ
し、東京圏への転出超過数の方が
大きい状況が続いている。福岡県は、
周辺県からの転入超過数が、東京
圏への転出超過数を上回る状況が
続いており、人口のダム機能は一貫
して上昇した。
新潟県と静岡県は、周辺県からの

転入超過数が総じて小さく、東京圏
への転出超過数が大きい状況と
なっている。兵庫県と広島県も、東京
圏に対する人口のダム機能は発揮
できていない。特に広島県は、周辺
県からの転入超過数が今後より縮
小し、東京圏へ一方的に人口が流
出していくことも考えられる。

ここまでの考察を総括すると、関
東以東（以北）の地域は、人口が近
隣の県を介さずに、東京圏へ直接
流出する構造になりつつあると考え
られる。関西などと比べて地理的に
東京圏が近く、交通アクセスの向上
などで心理的にもハードルが低く
なっていると思われる。東北エリアな
どはすでに人口減少が加速してい
る県もあり、進学・就職先として東京
圏が優先的に選ばれている可能性
がある。
関西以西は、大阪府と福岡県に

いったん人口が集中する構造があ
り、両県が人口のダム機能を一定程
度果たしていると考えられる。一方、
兵庫や広島など、東京圏への直接

流出が強まっている県も一部で見ら
れる。
3大都市圏の一角をなす愛知県

については、今後、周辺県からの人
口流入が縮小する一方、東京圏へ
の流出が拡大していく懸念がある。
周辺の岐阜県や三重県においても
「東京」は心理的に近くなっていると
考えられ、エリア全体の人口の維持
が注視される。

本稿では、2023年および直近10年
間の人口動向を改めて整理した。ま
た、東京圏への人口集中構造や、人
口のダム機能の変化を考察した。
人口のダム機能の重要性は、より

大都市への流出を抑制するのみな
らず、周辺部へ人口を戻していく「人
口のしみ出し効果」を発揮する点に
もある。進学や就職などでいったん
大都市へ引っ越した若者が、結婚
や住宅取得などを機に周辺のまちに
移り住むイメージである。
図表6を見ると、東京圏内では人

口のしみ出し効果が見て取れる。特
に2023年は、東京都が埼玉、千葉、
神奈川の3県に対して転出超過と
なっており分かりやすい。コロナ禍を
経て、出社と在宅勤務を併用できる
ようになった子育て世帯などが、住
宅環境などを重視して周辺県へ移
り住む動きがあると指摘されている。
冒頭で紹介した地方創生の報告
書は、各地域の中核となる都市や府
県に対して、人口のダム機能が「期
待される」としてさらなる取り組みを

促している。ただ、これまでのような
施策だけでは、東京圏への人口集
中構造を大きく変えることは不可能
である。
筆者としては、国が各地域の中核

となる都市や府県について、それぞ
れの役割や強みとすべき産業・イン
フラなどを、いま以上に明確に示す
ことが必要だと感じている。例えば、
愛知県に対しては、自動車産業が
集積していることを鑑み、国としても
公共交通に自動運転技術を導入す
る事業などをより優先的・戦略的に
後押ししてはどうだろうか。
全国の各都市が個性的な資源や

競争力を持つようになれば、それを
支え、求める人々がそれぞれの都市
に集まり、周辺部にも居住するように
なる。人口の都市部への重層的な
集中は、ある意味自然な動きでもあ
る。だからこそ、国と地方自治体は、
各地域の中核となるまちのあり方を
もっと議論すべきであろう。

（2024. 6 .18）
ＯＫＢ総研　調査部　中村 紘子

「地方創生10年の取組と今後の推進
方向」（内閣官房デジタル田園都市国
家構想実現会議事務局、内閣府地方
創生推進事務局）：第16回デジタル田
園都市国家構想実現会議（2024年6月
10日開催）にて発表。
https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/
digital_denen/dai16/gijisidai.html
「新型コロナ禍における東海3県の人口
動向―愛知県は人口の『ダム』機能を果
たせるか―」：OKB総研「REPORT
2021 vol.180」（2021年1月）3～8頁。
https://www.okb-kri.jp/wp-content
/uploads/2020/12/180-research.pdf

（注1）

（注2）

5 おわりに

出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」よりOKB総研にて作成
（＊1）▲は転出超過。また、「ダム機能」の度合いは転出超過数も正の値として差を算出している。
（＊2）8府県の「周辺県」は以下のように設定した。

（＊3）東京圏は東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県。 

図表7 周辺県からの転入超過数と東京圏への転出超過数（日本人）
周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（b） 「ダム機能」の度合い（aとbの差）周辺県からの転入超過数（a） 東京圏への転出超過数（b） 「ダム機能」の度合い（aとbの差）

①宮城県：青森県、岩手県、秋田県、山形県、福島県
②新潟県：秋田県、山形県、福島県
③静岡県：新潟県、福井県、山梨県、長野県、岐阜県

④愛知県：福井県、長野県、岐阜県、静岡県、三重県
⑤大阪府：滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県
⑥兵庫県：奈良県、和歌山県、鳥取県、岡山県、広島県

⑦広島県：鳥取県、島根県、山口県、香川県、愛媛県、高知県
⑧福岡県：佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県
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②新潟県
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③静岡県
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④愛知県
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（年）

⑤大阪府

2014 2019 2023

⑥兵庫県

2014 2019 2023

⑦広島県

2014 2019 2023

⑧福岡県

4,866

1,291

4,528

▲6,684

▲11,487

▲938

10,549

▲2,156

▲6,039

▲10,043

▲557

▲294 158

▲4,200

▲6,255

1,068

▲4,358

302

▲6,614

▲6,916

▲8,716

▲7,096

374

▲4,963

▲4,589

▲6,897

▲4,962

1,935

328

▲5,574

▲1,372

▲5,902

▲2,651

454

▲7,122

▲4,551

454

▲5,514

▲5,968

▲4,369

▲904

▲6,683

▲5,801

7,117

10,919

4,200

▲3,801

▲10,918

▲6,719

6,056

4,794

▲4,864

▲10,920

▲4,785

▲3,575

▲10,905

▲5,816

5,089

5,745 5,779

9,218

3,417

▲6,668

9,486

▲7,323

1,620 1,279
1,762 1,587

▲2,789 ▲2,782

9,579
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